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地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の 

令和５年度寄附実績について（概要） 

 

            令 和 ６ 年 ８ 月 3 0 日 

内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局 

内閣府地方創生推進事務局 

 

○ 標記地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）について、

令和２年度税制改正による税額控除割合の引上げ等もあり、

令和５年度の寄附実績は、金額が前年度比約 1.4倍の 

約 470.0億円、件数が約 1.7倍の 14,022件となり、前年度

に引き続き金額・件数ともに大きく増加。 

 

○ また、令和５年度に寄附を行った企業の数は 7,680とな

り、令和４年度と比較して約 1.6倍に増加。 

 

○ さらに、令和５年度に寄附を受領した地方公共団体の数は

1,462となり、令和４年度と比較して約 1.1倍に増加。令和

５年度までの累計（※）では、1,536の地方公共団体が本制度

を活用。 
  

（※）制度開始から８か年の間に１回以上寄附を受領した地方公共団体の数 

  
 
【本件問い合わせ先】 

 内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局 

内閣府地方創生推進事務局 

葛城、加賀、河野、大杉 

 ＴＥＬ:０３－６２５７－１４２１（直通） 
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地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の 

令和５年度寄附実績について 

 

令和６年８月 30日  

 

１ 年度別の寄附実績 

 

       （単位：件、百万円、社、団体） 

 

 令和５年度 合 計 

寄附件数 14,022 34,040 

寄附額 46,999 124,648 

寄附 

企業数 
7,680 20,907 

寄附活用

団体数※ 

1,462 

1,536 
 

 

※寄附活用団体数：寄附を受領した地方公共団体の数。累計とは、平成 28年度から１件以上の

寄附を受領した地方公共団体の数を表します。 

※寄附額については、端数処理しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。 

 

 

  

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

寄附件数 517 1,254 1,359 1,327 2,249 4,922 8,390 

寄附額 747 2,355 3,475 3,380 11,011 22,575 34,107 

寄附 

企業数 
459 1,112 1,138 1,117 1,640 3,098 4,663 

寄附活用 

団体数※ 

118 

118 

253 

268 

287 

339 

293 

399 

533 

641 

956 

1,028 

1,276 

1,361 

上段:単年度 

下段:累計 



3 
 

※寄附額については、端数処理しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。 

 

 

 

２ 都道府県別寄附実績 

※各地方公共団体の寄附実績は別添「企業版ふるさと納税 令和５年度寄附実績一覧」を参照 

                      （単位：件、百万円、団体） 

 

寄附
件数

寄附額
寄附活用
団体数

寄附
件数

寄附額
寄附活用
団体数

北 海 道 1,334 3,900.1 172 1,091 4,946.0 154

青 森 県 155 320.1 29 125 169.7 21

岩 手 県 211 569.5 27 196 1,747.3 29

宮 城 県 237 5,460.0 36 186 1,979.5 29

秋 田 県 216 458.2 22 142 249.4 21

山 形 県 254 334.3 31 176 393.3 27

福 島 県 161 390.7 39 96 367.2 32

茨 城 県 501 1,159.3 43 301 948.3 37

栃 木 県 138 120.4 21 86 144.8 20

群 馬 県 276 3,469.3 31 274 2,629.1 26

埼 玉 県 300 574.9 51 176 290.0 37

千 葉 県 318 761.0 44 151 307.0 36

東 京 都 93 489.5 10 22 30.2 5

神 奈 川 県 197 1,006.7 22 107 462.9 20

新 潟 県 218 357.0 25 128 272.7 22

富 山 県 274 605.0 15 85 267.6 12

石 川 県 2,011 3,787.1 20 152 250.5 17

福 井 県 196 276.0 16 127 125.6 13

山 梨 県 207 614.5 26 105 323.8 23

長 野 県 251 559.7 48 201 481.3 44

岐 阜 県 293 577.6 34 175 420.8 34

静 岡 県 285 2,717.7 32 245 1,983.0 30

愛 知 県 333 521.2 45 193 749.5 39

三 重 県 102 543.2 24 84 650.8 21

滋 賀 県 107 244.1 18 47 64.7 14

京 都 府 234 1,174.7 23 235 801.6 21

大 阪 府 354 1,338.0 33 244 1,191.8 29

兵 庫 県 436 1,269.2 34 212 792.0 34

奈 良 県 147 334.3 30 113 265.8 26

和 歌 山 県 177 324.1 30 134 517.6 29

鳥 取 県 170 392.8 18 108 179.4 15

島 根 県 139 1,890.0 18 98 250.7 15

岡 山 県 241 717.4 23 166 405.2 22

広 島 県 225 1,535.2 21 216 1,371.9 20

山 口 県 98 132.9 17 59 72.6 14

徳 島 県 152 612.3 19 106 1,394.0 18

香 川 県 104 270.3 14 62 321.7 11

愛 媛 県 124 807.0 19 76 303.9 15

高 知 県 95 478.5 29 69 282.1 26

福 岡 県 519 1,199.9 48 369 920.6 40

佐 賀 県 165 561.4 17 116 668.9 14

長 崎 県 221 708.7 19 207 392.5 20

熊 本 県 549 731.9 46 323 496.0 43

大 分 県 128 161.8 18 86 482.0 13

宮 崎 県 324 834.0 27 238 1,186.2 27

鹿 児 島 県 392 735.9 42 312 679.2 35

沖 縄 県 360 971.2 36 170 875.9 26

合 計 14,022 46,999 1,462 8,390 34,107 1,276

令和５年度 (参考)令和４年度
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※能登半島地震関連の寄附額は 3,687百万円であり、寄附総額 46,999百万円の内数。 

※寄附額については、端数処理しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。 

 

 

 

（参考①）寄附受入額が多い地方公共団体 

 

  （単位：件、百万円） 

  

 

（参考②）令和６年能登半島地震に関連する寄附の主な受入れ地方公共団体 

 

   （単位：件、百万円）  

 

 

 

 

地方公共団体 寄附件数 寄附額 地方公共団体 寄附件数 寄附額

1 宮 城 県 26 2,579.5 静 岡 県 裾 野 市 6 1,546.3

2 宮 城 県 仙 台 市 18 2,404.0 北 海 道 大 樹 町 71 1,406.9

3 石 川 県 1,026 2,308.6 宮 城 県 35 1,269.7

4 静 岡 県 裾 野 市 4 2,251.7 徳 島 県 神 山 町 11 1,214.5

5 群 馬 県 太 田 市 19 2,221.0 岩 手 県 遠 野 市 8 1,212.1

6 島 根 県 松 江 市 16 1,525.0 群 馬 県 太 田 市 17 1,110.8

7 大 阪 府 54 688.6 群 馬 県 前 橋 市 15 727.3

8 北 海 道 48 639.3 大 阪 府 65 692.0

9 群 馬 県 前 橋 市 38 571.5 北海道北広島市 12 655.7

10 広島県東広島市 27 561.2 沖 縄 県 石 垣 市 4 609.0

令和５年度 （参考）令和４年度順
位

寄附額

3,334.4

石 川 県 2,302.3

金 沢 市 2.8

七 尾 市 383.1

輪 島 市 306.9

珠 洲 市 132.5

加 賀 市 4.1

羽 咋 市 38.6

能 美 市 2.0

津 幡 町 1.0

内 灘 町 56.8

能 登 町 104.4

10.0

福 井 県 10.0

福　井　県

石　川　県

都道府県寄附額

31.0

新 潟 県 20.1

新 潟 市 5.7

佐 渡 市 5.2

304.3

富 山 県 101.0

富 山 市 2.1

高 岡 市 73.0

氷 見 市 119.0

射 水 市 9.0

立 山 町 0.2

都道府県

新　潟　県

富　山　県
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３ 企業版ふるさと納税（人材派遣型）の活用実績 

  

企業版ふるさと納税の仕組みを活用して、専門的知識・ノウハウを有する企業の人材の地方公

共団体等への派遣を行う「企業版ふるさと納税（人材派遣型）」について、令和５年度は 98の地

方公共団体が活用。 

※各地方公共団体の活用状況は別添「企業版ふるさと納税 令和５年度寄附実績一覧」を参照 

 

 

４ 寄附金の使い途（寄附を活用した事業の分野別実績） 

 

（単位：百万円） 

事業分野 
令和５年度 

寄附活用額 

(参考)令和４年度 

寄附活用額 

しごと創生 21,409.0  19,249.6  

地方への人の流れ 4,508.3  3,345.2  

働き方改革 2,922.7   1,819.1  

まちづくり 18,158.7  9,692.7  

合 計 46,998.7  34,106.6  

※寄附額については、端数処理しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。 

※事業分野の内容 

○し ご と 創 生 … 地域産業振興、観光振興、農林水産振興、 

ローカルイノベーション、人材の育成・確保等 

○地方への人の流れ … 移住・定住の促進、生涯活躍のまち等 

○働 き 方 改 革 … 少子化対策、働き方改革等 

○ま ち づ く り … 小さな拠点、コンパクトシティ
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